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注 記 事 項 
（貸借対照表関係） 

第29期 
（平成18年２月28日現在） 

第28期 
（平成17年２月28日現在） 

※ 1.有形固定資産の減価償却累計額 
182,652千円  

※ 1.有形固定資産の減価償却累計額 
160,633千円  

※2.担保に供している資産 
建物                 7,946千円 
土地 972,914千円 

  計  980,861千円 
 
上記に対応する債務 

1年以内返済予定 
長期借入金 150,000千円 

計 150,000千円 
 
 
上記担保に供している資産の「土地」のうち938,834千円は、
(協)靴下屋共栄会の借入金509,807千円を担保するため差し
入れております。 

※2.担保に供している資産 
建物                 8,227千円 
土地 960,384千円 

  計  968,611千円 
 
上記に対応する債務 

1年以内返済予定 
長期借入金 132,600千円 
長期借入金          60,000千円 

計 192,600千円 
 
 
上記担保に供している資産の「土地」のうち730,430千円は、
(協)靴下屋共栄会の借入金445,373千円を担保するため差し
入れております。 

3.偶発債務 
他社の金融機関からの借入金に対して次の通り保証を
行っております。 
 (協)靴下屋共栄会         509,807千円 

3.偶発債務 
他社の金融機関からの借入金に対して次の通り保証を
行っております。 
 (協)靴下屋共栄会         445,373千円 

※4.会社が発行する株式   普通株式 12,000,000株 
発行済株式総数     普通株式  6,668,880株 
 

※4.会社が発行する株式   普通株式 12,000,000株 
発行済株式総数     普通株式  6,668,880株 
 

※5.自己株式の保有数 
普通株式                1,735株 

※5.自己株式の保有数 
普通株式                1,735株 

 6.配当制限 
商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより、増加した純資産額は2,177千円であ
ります。 

 6.配当制限 
商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより、増加した純資産額は664千円であり
ます。 

※7.その他有価証券評価差額金 
外貨建出資金の取得原価に係る換算差額によるもの
であります。 
なお、評価差額は全部資本直入法により処理しており
ます。 

※7.その他有価証券評価差額金 
外貨建出資金の取得原価に係る換算差額によるもの
であります。 
なお、評価差額は全部資本直入法により処理しており
ます。 
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（損益計算書関係） 

第29期 第28期 

(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日 ) (自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日 ) 
※ 1.各科目に含まれている関係会社に対するものは次の通
  りであります。 

受取地代              52,400千円 

※ 1.各科目に含まれている関係会社に対するものは次の通
  りであります。 

受取地代              49,200千円 
※ 2.季越商品については、販売可能価額まで評価替えを実
施しております。なお、当該評価損374千円が売上原価
に含まれております。 

※ 2.季越商品については、販売可能価額まで評価替えを実
施しております。なお、当該評価損3,832千円が売上原
価に含まれております。 

※ 3.販売費及び一般管理費の主な内容は次の通りでありま
す。なお、それぞれのおおよその割合は販売費81％、
一般管理費19％となっております。 
従業員給与・賞与   1,051,982千円 
役 員 報 酬     126,477千円 
賞与引当金繰入額      35,081千円 
退 職 給 付 費 用      17,520千円 
家 賃   1,087,757千円 
支 払 手 数 料     667,143千円 
減 価 償 却 費      41,295千円 

※ 3.販売費及び一般管理費の主な内容は次の通りでありま
す。なお、それぞれのおおよその割合は販売費80％、
一般管理費20％となっております。 
従業員給与・賞与     927,603千円 
役 員 報 酬     117,788千円 
賞与引当金繰入額      29,804千円 
退 職 給 付 費 用      17,431千円 
家 賃   1,027,403千円 
支 払 手 数 料     589,579千円 
減 価 償 却 費      35,999千円 

※ 4.一般管理費に含まれる研究開発費は、10,726千円であ
ります。 

※ 4.一般管理費に含まれる研究開発費は、11,974千円であ
ります。 

※ 5．固定資産売却益の内容は次の通りであります。 
土 地 13,861千円  

※ 5． 
――――― 

※6. 固定資産除却損の内容は次の通りであります。 
建 物       1,182千円 
什 器 ・ 備 品      12,855千円 
原 状 復 帰 費 用      12,151千円 

計              26,189千円 

※6. 固定資産除却損の内容は次の通りであります。 
建 物       1,208千円 
什 器 ・ 備 品      18,338千円 
ソ フ ト ウ ェ ア         692千円 
原 状 復 帰 費 用       8,075千円 

計              28,315千円 
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（リース取引関係） 

第29期 第28期 

(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日 ) (自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日 ) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 
 

什器・備品 
取 得 価 額 相 当 額                430,772千円 
減価償却累計額相当額                191,395千円 
期 末 残 高 相 当 額                239,377千円 
 
ソフトウェア 
取 得 価 額 相 当 額                 20,183千円 
減価償却累計額相当額                  6,611千円 
期 末 残 高 相 当 額                 13,571千円 

 
合   計 
取 得 価 額 相 当 額                450,955千円 
減価償却累計額相当額                198,006千円 
期 末 残 高 相 当 額                252,949千円 

 
2.未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内         82,147千円 
１ 年 超 174,349千円 
合 計        256,497千円 

 
3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料              100,678千円 
減価償却費相当額           93,746千円 
支払利息相当額              5,454千円 

 
4.減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。 

・利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に
よっております。 
 

オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

１    年    内 1,646千円 
１    年    超 3,704千円 
合     計 5,350千円  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引 
1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 
 

什器・備品 
取 得 価 額 相 当 額                440,338千円 
減価償却累計額相当額                215,397千円 
期 末 残 高 相 当 額                224,941千円 
 
ソフトウェア 
取 得 価 額 相 当 額                  7,048千円 
減価償却累計額相当額                  3,785千円 
期 末 残 高 相 当 額                  3,263千円 

 
合   計 
取 得 価 額 相 当 額                447,387千円 
減価償却累計額相当額                219,182千円 
期 末 残 高 相 当 額                228,204千円 

 
2.未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内         80,740千円 
１ 年 超 151,699千円 
合 計        232,440千円 

 
3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料               98,104千円 
減価償却費相当額           89,612千円 
支払利息相当額              5,353千円 

 
4.減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 

・利息相当額の算定方法 
同左 
 
 
 

オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 

１    年    内 1,646千円 
１    年    超 5,350千円 
合     計 6,997千円  

 
（有価証券関係） 
    当期及び前期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 



 

 

― 10 ― 

(税 効 果会計関係         ) 

第29期 
（平成18年２月28日現在） 

第28期 
（平成17年２月28日現在） 

 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 
繰延税金資産  
 賞与引当金否認 14,242千円 
 未払事業税否認 15,636千円 
 たな卸資産評価減否認 152千円 
 退職給付引当金否認 20,688千円 
 減価償却超過額 24,932千円 

 
関係会社株式評価損否認 
その他 

53,981千円 
2,150千円 

 繰延税金資産小計 131,783千円 
繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 1,488千円 
繰延税金資産の純額 130,295千円 

 
 

 
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
法定実効税率 40.6％ 
（調  整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4 
住民税均等割等 2.2 
法人税留保金課税 1.0 
その他 0.0 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2 

 

 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 
繰延税金資産  
 賞与引当金否認 12,100千円 
 未払事業税否認 14,032千円 
 たな卸資産評価減否認 1,555千円 
 退職給付引当金否認 16,676千円 
 減価償却超過額 27,964千円 

 
関係会社株式評価損否認 
その他 

53,981千円 
4,218千円 

 繰延税金資産小計 130,529千円 
繰延税金負債  
 その他有価証券評価差額金 454千円 
繰延税金資産の純額 130,075千円 

 
 

 
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
法定実効税率 42.0％ 
（調  整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 
住民税均等割等 2.1 
法人税留保金課税 1.3 
法定実効税率の変更による影響額 1.1 
その他 0.6 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.8 

 

 
(継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況) 
当事業年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 
該当事項はありません。 
 
前事業年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 
該当事項はありません。 
 

(重要な後発事象)  

第29期 第28期 

(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日 ) (自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日 ) 
 

――――― 
 

――――― 
 

 


